
Ｕ・Ｉターン促進策の現状と課題 

大学生の就職意識調査等 

出典：（株）リクルートキャリア調査 

移住・二地域居住の促進  〜若者の県内就業促進（中間報告）〜 

経 過 

H27.5.28   

検討テーマ：移住・二地域居住の推進 
論点：若者の県内就職の促進 

第9回県と市町村との協議の場 

第１回ワーキンググループ会議 H27.8.11  

H27.10.9 第２回ワーキンググループ会議 

23.0  

29.4 

35.8 

43.1 

47.8 

0 10 20 30 40 50

地元に貢献したい 

地元に近く経済的に楽 

地元での生活に慣れている 

地元の風土が好き 

家族の近くで暮らしたい 

(%) 

Uターン就職を決めた理由 

16.8  

21.9 

32.3 

36.1 

41.2 

0 10 20 30 40 50

給料が安そう 

親元から離れたい 

地域にとらわれず働きたい 

都会の方が便利 

志望企業がない 

(%) 

Uターン就職をしない理由 

20.9 

25.8 

32.7 

44.1 

50.1 

0 10 20 30 40 50

日程・期間 

会場（地域・場所） 

職種 

インターン内容 

業種 

(%) 

95.7  

91.8  

91.0  93.6  93.9  94.4  

38.6  41.1  

44.1  

42.2  
41.7  

38.8  
35

60

75

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26

（％） （％） 

全国の大卒内定率 

県内Ｕターン率 

出典：長野県労働雇用課 

県外進学大学生のＵターン就職状況 
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今後の取組方針 

１ インターンシップの充実 ２ 就職準備合宿の実施 

信州に暮らし、県内企業で働くことで得られる充実感を学生やその両親に紹介する施策を
産学官が連携して実施する 

学生や親の意識変革を促す具体的な方法等について
産学官が連携して引き続きＷＧで検討 出典:（株）マイナビ調査 

出典: （株）マイナビ調査 

インターンシップ先を選ぶ際に重視すること 

１ 県・市町村が実施している施策 

・高校生の就業体験 

・地元企業の情報発信 ・合同企業説明会 

・大学との就職協定締結 ・インターンシップ支援 

・奨学金の返還免除 等 

２ 県総合教育会議での意見交換 

・産業界や地域との対話を継続し、高等学校における産業教育の充実に努める 

３ 課題 

・職場体験等により、県内企業を知る機会がない 

インターンシップの場を提供する企業等の
発掘に努め、学校・学生に広く提供 

上伊那地区をモデルケースにインターン
シップや地元住民との交流の場を提供 

県 

市町村 

産業界 

企業・地域と大学等をつなげ、インターンシップ等を通して人材育成を
図る「信州産学官ひとづくりコンソーシアム」によるマッチング支援 

インターンシップや職場体験を実施する企業の発掘及びコンソーシアム
への情報提供 

インターンシップでの受入プログラムの充実 

若者の県内就業促進ワーキンググループ 

地元企業で働くこと
に対する学生や親の
意識変革が必要 

＜関係各主体の役割分担＞ 

主体 役 割 分 担 

・求められる人材の育成・確保のあり方などについて検討が必要 

・産業別に、就業者数見込みや求められる人材の職種・専門性の検討が必要 

・景気回復に伴い大企業志向が高まっている 

・地元企業で働くことの魅力が伝わっていない 
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